
平成 28年度 税理士試験 

消費税法 ラストスパート模試

<答案用紙>

〔答案用紙ご利用時の注意〕 

1．実際の税理士試験では、この表紙はありません。答案用紙のみが配布されます。 

2．実際の税理士試験の答案用紙はＢ４サイズです。このままでもご使用になれますが、本試験と

同様のサイズで解きたい方は、お手数ですが、Ｂ４サイズにコピーしてお使いください。 

3．この答案用紙は、カッターナイフ等で切り取り、ご利用ください。なお、切

り取りの際の損傷についてのお取替えはご遠慮願います。 

4．弊社ホームページでは、答案用紙のダウンロードサービスを行っています。 

ネットスクールホームページ (http://www.net-school.co.jp/) にアクセスしてください。 

5．答案の採点は、模範解答を基に各自で行ってください。 
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問１  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

受 験 番 号 
     

 

― 61 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

受 験 番 号 
     

 

― 62 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

受 験 番 号 
     

 

― 63 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

受 験 番 号 
     

 

― 64 ― 

問２ 

⑴ 
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Ⅰ 納税義務の有無の判定 

区   分 金   額 計   算   過   程 

納税義務の有無の 

判定 

  

 〔納税義務の有無の判定〕 

【設立事業年度】 

 ⑴ 基準期間の判定  基準期間なし  ∴⑵へ 

 ⑵ 特定期間の判定  特定期間なし  ∴⑶へ 

⑶ 期首資本金の判定 

 

   15,000,000円≧10,000,000円 ∴ 納税義務あり 

【前々事業年度】 

 ⑴ 基準期間の判定  基準期間なし  ∴⑵へ 

 ⑵ 特定期間の判定  特定期間なし  ∴⑶へ 

⑶ 期首資本金の判定 

 

   15,000,000円≧10,000,000円 ∴ 納税義務あり★ 

【前事業年度】 

 ⑴ 基準期間の判定 

   ０円≦10,000,000円★  ∴⑵へ 

 ⑵ 特定期間の判定（計算過程★） 

   8,500,000円※≦10,000,000円 ∴ 納税義務なし 

 ※① イ (190,555,680円－44,632,538円－35,328,688 

円）×
100

108
＋35,328,688円＝137,730,960円 

ロ (5,716,670円－1,024,622円－818,400円） 

 －(5,716,670円－1,024,622円－818,400円） 

 ×
6.3

108
×
80

63
＝3,586,713円 

    ハ イ－ロ＝134,144,247円 

  ② 8,500,000円（給与等支払額の合計額） 

  ③ ①＞②  ∴8,500,000円 

【当課税期間】 

 基準期間の 
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Ⅱ 課税標準額に対する消費税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

課 税 標 準 額 

 

 

 

 

 

★ 57,589,000円 

 

 

 

〔課税標準額の計算〕 

1,800,000円★＋864,000円★＋633,600円★ 

＋360,000円★＋450,000円★＝4,107,600円 

⑺ 合計 

⑴＋⑵＋⑶＋⑷＋⑸＋⑹＝35,764,713円 

35,764,713 

 

課税標準額に対す 

る消費税額 

★ 2,086,245円 〔課税標準額に対する消費税額の計算〕 

33,115,000円×6.3％＝2,086,245円 

  

控除過大調整税額 ★   4,410円 〔貸倒回収に係る消費税額の計算〕  

75,600円×
6.3

108
＝4,410円 

 

Ⅲ 仕入れに係る消費税額の計算等 

 

区   分 金   額 計   算   過   程 

課 税 売 上 割 合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       円

       円

 

 

〔課税売上割合の計算〕 

 

⑴ 業種別課税売上高 

① 第一種事業 

6,857,396円×
100

108
－(25,602円※－25,602円※×

6.3

108
 

×
80

63
)＝6,325,733円★ 

※ 14,160円＋11,442円＝25,602円 

② 第二種事業 

12,856,542円×
100

108
－(41,820円※－41,820円※×

6.3

108
 

×
80

63
)＝11,865,482円★ 

  ※ 23,940円＋17,880円＝41,820円 

③ 第三種事業 

10,708,584円×
100

108
－(35,032円－35,032円×

6.3

108
 

×
80

63
)＝9,882,917円★ 

④ 第四種事業 

955,891円×
100

108
＝885,084円★ 

⑤ 第五種事業 
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区   分 金   額 計   算   過   程 

控除対象仕入税額 

 

 

 〔控除対象仕入税額の計算〕 

 

33,115,475円－(102,454円－102,454円×
6.3

108
 

×
80

63
)＝33,020,609円★ 

⑵ 業種別消費税額 

① 第一種事業  

6,857,396円×
6.3

108
－25,602円×

6.3

108
＝398,521円★ 

② 第二種事業 

12,856,542円×
6.3

108
－41,820円×

6.3

108
＝747,525円★ 

③ 第三種事業 

10,708,584円×
6.3

108
－35,032円×

6.3

108
＝622,624円★ 

④ 第四種事業 

955,891円×
6.3

108
＝55,760円 

③ 第五種事業 

278,700円×
6.3

108
＝16,257円 

④ 第六種事業 

4,107,600円×
6.3

108
＝239,610円 

⑤ 合計 

①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＝2,080,297円★ 

⑶ 控除対象仕入税額 

① 基礎税額…計算過程★ 

2,086,245円＋4,410円－5,976円＝2,084,679円 

② 原則計算 

2,084,679円×
1,529,952円※

2,080,297円
＝1,533,174円 

※ 398,521円×90％＋747,525円×80％ 

＋622,624円×70％＋55,760円×60％ 

＋16,257円×50％＋239,610円×40％ 

＝1,529,952円★  

③ 特例計算 

イ 特定１事業(第三種) 

 



 

受 験 番 号 
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区   分 金   額 計   算   過   程 

  ロ 特定２事業（第二種と第三種） 

11,865,482円＋9,882,917円

33,020,609円
＝0.65…＜75％  

∴適用なし★ 
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Ⅳ 差引税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

差 引 税 額 

 

★   547,200円 〔差引税額の計算〕 

2,086,245円＋4,410円－1,543,437円 

＝547,218円 → 547,200円(百円未満切捨) 
 

 

Ⅴ 中間納付税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

中 間 納 付 税 額 

 

★  540,000円 〔中間納付税額の計算〕 

⑴ 

 

Ⅵ 納付税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

納 付 税 額 

 

★    7,200円 〔納付税額の計算〕 

547,200円－540,000円＝7,200円 
 
 

区   分 金   額 計   算   過   程 

売上げの返還等対
価に係る消費税額 

★    5,976円 〔売上げの返還等対価に係る消費税額の計算〕 

102,454円×
6.3

108
＝5,976円 

 

貸倒れに係る消費

税額 

★    4,287円 〔貸倒れに係る消費税額の計算〕 

73,500円×
6.3

108
＝4,287円 

 

控 除 税 額 小 計 1,543,437円 〔控除税額の計算〕 

1,533,174円＋5,976円＋4,287円＝1,543,437円 
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問１  
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問２ 

⑴ 
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評 点
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問１ 

Ⅰ 納税義務の有無の判定 

区   分 金   額 計   算   過   程 

納税義務の有無の 

判定 

  

 〔当課税期間前の納税義務の有無の判定〕 

【設立事業年度】 

 ⑴ 基準期間の判定  基準期間なし  ∴⑵へ 

 ⑵ 特定期間の判定  特定期間なし  ∴⑶へ 

⑶ 期首資本金の判定 

 

   15,000,000円≧10,000,000円 ∴ 納税義務あり 

 

 

 

 ⑴ 基準期間の判定  基準期間なし  ∴⑵へ 

 ⑵ 特定期間の判定  特定期間なし  ∴⑶へ 

【前事業年度】期首資本金の判定 

 

   15,000,000円≧10,000,000円 ∴ 納税義務あり★ 

 

 ⑴ 基準期間の判定 

   ０円≦10,000,000円★  ∴⑵へ 

 ⑵ 特定期間の判定（計算過程★） 

   8,500,000円※≦10,000,000円 ∴ 納税義務なし 

 ※① イ (190,555,680円－44,632,538円－35,328,688 

円）×
100

108
＋35,328,688円＝137,730,960円 

ロ (5,716,670円－1,024,622円－818,400円） 

80

63
＝3,586,713円 

〔当課税期間の納税義務の有無の判定〕 

 

イ－ロ＝134,144,247円 

  ② 8,500,000円（給与等支払額の合計額） 

 基準期間の 

 

 

 

 

 

 



 

受 験 番 号 
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Ⅱ 課税標準額に対する消費税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

課 税 標 準 額 

 

 

 

 

 

★ 57,589,000円 

 

 

 

〔課税標準額の計算〕 

1,800,000円★＋864,000円★＋633,600円★ 

＋360,000円★＋450,000円★＝4,107,600円 

⑺ 合計 

⑴＋⑵＋⑶＋⑷＋⑸＋⑹＝35,764,713円 

35,764,713 

 

課税標準額に対す 

る消費税額 

★ 2,086,245円 〔課税標準額に対する消費税額の計算〕 

33,115,000円×6.3％＝2,086,245円 

  

控除過大調整税額 ★   4,410円 〔貸倒回収に係る消費税額の計算〕  

75,600円×
6.3

108
＝4,410円 

 

Ⅲ 仕入れに係る消費税額の計算等 

 

区   分 金   額 計   算   過   程 

課 税 売 上 割 合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       円

       円

 

 

〔課税売上割合の計算〕 

 

⑴ 業種別課税売上高 

① 第一種事業 

6,857,396円×
100

108
－(25,602円※－25,602円※×

6.3

108
 

×
80

63
)＝6,325,733円★ 

※ 14,160円＋11,442円＝25,602円 

② 第二種事業 

12,856,542円×
100

108
－(41,820円※－41,820円※×

6.3

108
 

×
80

63
)＝11,865,482円★ 

  ※ 23,940円＋17,880円＝41,820円 

③ 第三種事業 

10,708,584円×
100

108
－(35,032円－35,032円×

6.3

108
 

×
80

63
)＝9,882,917円★ 

④ 第四種事業 

955,891円×
100

108
＝885,084円★ 

⑤ 第五種事業 
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区   分 金   額 計   算   過   程 

控除対象仕入税額 

 

 

円 〔課税仕入れ等の税額の合計額の計算〕 

 

33,115,475円－(102,454円－102,454円×
6.3

108
 

×
80

63
)＝33,020,609円★ 

⑵ 業種別消費税額 

① 第一種事業  

6,857,396円×
6.3

108
－25,602円×

6.3

108
＝398,521円★ 

② 第二種事業 

12,856,542円×
6.3

108
－41,820円×

6.3

108
＝747,525円★ 

③ 第三種事業 

10,708,584円×
6.3

108
－35,032円×

6.3

108
＝622,624円★ 

④ 第四種事業 

955,891円×
6.3

108
＝55,760円 

③ 第五種事業 

278,700円×
6.3

108
＝16,257円 

④ 第六種事業 

4,107,600円×
6.3

108
＝239,610円 

⑤ 合計 

①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＝2,080,297円★ 

⑶ 控除対象仕入税額 

① 基礎税額…計算過程★ 

2,086,245円＋4,410円－5,976円＝2,084,679円 

② 原則計算 

2,084,679円×
1,529,952円※

2,080,297円
＝1,533,174円 

※ 398,521円×90％＋747,525円×80％ 

＋622,624円×70％＋55,760円×60％ 

＋16,257円×50％＋239,610円×40％ 

＝1,529,952円★  

③ 特例計算 

イ 特定１事業(第三種) 
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区   分 金   額 計   算   過   程 

   

〔調整対象固定資産に係る税額控除の調整の計算等〕 

 



 

受 験 番 号 
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区   分 金   額 計   算   過   程 

  ロ 特定２事業（第二種と第三種） 

11,865,482円＋9,882,917円

33,020,609円
＝0.65…＜75％  

∴適用なし★ 
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Ⅳ 差引税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

差 引 税 額 

 

★   547,200円 〔差引税額の計算〕 

2,086,245円＋4,410円－1,543,437円 

＝547,218円 → 547,200円(百円未満切捨) 
 

 

Ⅴ 納付税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

納 付 税 額 

 

★    7,200円 〔納付税額の計算〕 

547,200円－540,000円＝7,200円 
 
  

区   分 金   額 計   算   過   程 

売上げの返還等対
価に係る消費税額 

★    5,976円 〔売上げの返還等対価に係る消費税額の計算〕 

102,454円×
6.3

108
＝5,976円 

 

貸倒れに係る消費

税額 

★    4,287円 〔貸倒れに係る消費税額の計算〕 

73,500円×
6.3

108
＝4,287円 

 

控 除 税 額 小 計 1,543,437円 〔控除税額の計算〕 

1,533,174円＋5,976円＋4,287円＝1,543,437円 

 



 

受 験 番 号 
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問２ 

Ⅰ 課税標準額に対する消費税額の計算等 

区   分 金   額 計   算   過   程 

課税標準額 20,051,000円 〔課税標準額の計算〕 

 (20,172,780円－48,000円＋108,000円＋420,000円 

＋160,000円＋800,500円＋42,000円)×
100

108
＝20,051,185円 

 → 20,051,000円(千円未満切捨) 

 

課税標準額に対す

る消費税額 

1,263,213円 〔課税標準額に対する消費税額の計算〕 

20,051,000円×6.3％＝1,263,213円 

 

 

Ⅱ 控除過大調整税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

貸倒回収に係る消

費税額 

5,040円 〔貸倒回収に係る消費税額の計算〕 

86,400円×
6.3

108
＝5,040円 

 

 

Ⅲ 仕入れに係る消費税額の計算等 

区 分 金  額 計   算   過   程 

簡易課税制度の適

用の有無 

 〔簡易課税制度の適用の有無の判定〕 

⑴ 簡易課税制度選択届出書の提出あり 

⑵ 基準期間における課税売上高 

14,273,172円≦50,000,000円 ∴簡易課税制度の適用あり 

 

 

仕入れに係る消費

税額 

1,231,132円 〔仕入れに係る消費税額の計算〕 

⑴ 業種別課税売上高 

① 第一種事業 

イ (13,253,625円＋30,000円)×
100

108
＝12,299,652円 

ロ 941,565円－941,565円×
6.3

108
×
80

63
＝871,821円 

ハ イ－ロ＝11,427,831 



 

受 験 番 号 
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受 験 番 号 
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区 分 金  額 計   算   過   程 

売上げに係る対価

の返還等の金額に

係る消費税額 

59,365円 〔売上げに係る対価の返還等の金額に係る消費税額の計算〕 

1,017,690円×
6.3

108
＝59,365円 

貸倒れに係る消費

税額 

7,145円 〔貸倒れに係る消費税額の計算〕 

122,500円×
6.3

108
＝7,145円 

控除税額小計 1,105,915円 〔控除税額小計の計算〕 

1,039,405円＋59,365円＋7,145円＝1,105,915円 

 

Ⅳ 差引税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

差引税額 162,300円 〔差引税額の計算〕 

1,263,213円＋5,040円－1,105,915円 

＝162,338円 → 162,300円(百円未満切捨) 

 

Ⅴ 納付税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

納付税額 

 

162,300円  
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問１  
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問２ 

⑴ 
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⑵ 
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Ⅰ 納税義務の有無の判定 

区   分 金   額 計   算   過   程 

納税義務の有無の 

判定 

  

 〔当課税期間前の課税期間の納税義務の有無の判定〕 

【設立事業年度】 

 ⑴ 基準期間の判定  基準期間なし  ∴⑵へ 

 ⑵ 特定期間の判定  特定期間なし  ∴⑶へ 

⑶ 期首資本金の判定 

 

   15,000,000円≧10,000,000円 ∴ 納税義務あり 

【前々事業年度】 

 ⑴ 基準期間の判定  基準期間なし  ∴⑵へ 

 ⑵ 特定期間の判定  特定期間なし  ∴⑶へ 

⑶ 期首資本金の判定 

 

   15,000,000円≧10,000,000円 ∴ 納税義務あり★ 

【前事業年度】 

 ⑴ 基準期間の判定 

   ０円≦10,000,000円★  ∴⑵へ 

 ⑵ 特定期間の判定（計算過程★） 

   8,500,000円※≦10,000,000円 ∴ 納税義務なし 

 

イ (190,555,680円－44,632,538円－35,328,688 

円）×
100

108
＋35,328,688円＝137,730,960円 

ロ (5,716,670円－1,024,622円－818,400円） 

 －(5,716,670円－1,024,622円－818,400円） 

 ×
6.3

108
×
80

63
＝3,586,713円 

[当課税期間の納税義務の判定]イ－ロ＝134,144,247円 

  ② 8,500,000円（給与等支払額の合計額） 

  ③ ①＞②  ∴8,500,000円 

【当課税期間】 

 基準期間の 
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Ⅱ 課税標準額に対する消費税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

課 税 標 準 額 

 

 

 

 

 

★ 57,589,000円 

 

 

 

〔課税標準額の計算〕 

1,800,000円★＋864,000円★＋633,600円★ 

＋360,000円★＋450,000円★＝4,107,600円 

⑺ 合計 

⑴＋⑵＋⑶＋⑷＋⑸＋⑹＝35,764,713円 

35,764,713 

 

課税標準額に対す 

る消費税額 

★ 2,086,245円 〔課税標準額に対する消費税額の計算〕 

33,115,000円×6.3％＝2,086,245円 

  

控除過大調整税額 ★   4,410円 〔貸倒回収に係る消費税額の計算〕  

75,600円×
6.3

108
＝4,410円 

 

Ⅲ 仕入れに係る消費税額の計算等 

 

区   分 金   額 計   算   過   程 

課 税 売 上 割 合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       円

       円

 

 

〔課税売上割合の計算〕 

 

⑴ 業種別課税売上高 

① 第一種事業 

6,857,396円×
100

108
－(25,602円※－25,602円※×

6.3

108
 

×
80

63
)＝6,325,733円★ 

※ 14,160円＋11,442円＝25,602円 

② 第二種事業 

12,856,542円×
100

108
－(41,820円※－41,820円※×

6.3

108
 

×
80

63
)＝11,865,482円★ 

  ※ 23,940円＋17,880円＝41,820円 

③ 第三種事業 

10,708,584円×
100

108
－(35,032円－35,032円×

6.3

108
 

×
80

63
)＝9,882,917円★ 

④ 第四種事業 

955,891円×
100

108
＝885,084円★ 

⑤ 第五種事業 
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区   分 金   額 計   算   過   程 

控除対象仕入税額 

 

 

 〔課税仕入れ等の税額の合計額の計算〕 

 

33,115,475円－(102,454円－102,454円×
6.3

108
 

×
80

63
)＝33,020,609円★ 

⑵ 業種別消費税額 

① 第一種事業  

6,857,396円×
6.3

108
－25,602円×

6.3

108
＝398,521円★ 

② 第二種事業 

12,856,542円×
6.3

108
－41,820円×

6.3

108
＝747,525円★ 

③ 第三種事業 

10,708,584円×
6.3

108
－35,032円×

6.3

108
＝622,624円★ 

④ 第四種事業 

955,891円×
6.3

108
＝55,760円 

③ 第五種事業 

278,700円×
6.3

108
＝16,257円 

④ 第六種事業 

4,107,600円×
6.3

108
＝239,610円 

⑤ 合計 

①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＝2,080,297円★ 

⑶ 控除対象仕入税額 

① 基礎税額…計算過程★ 

2,086,245円＋4,410円－5,976円＝2,084,679円 

② 原則計算 

2,084,679円×
1,529,952円※

2,080,297円
＝1,533,174円 

※ 398,521円×90％＋747,525円×80％ 

＋622,624円×70％＋55,760円×60％ 

＋16,257円×50％＋239,610円×40％ 

＝1,529,952円★  

③ 特例計算 

イ 特定１事業(第三種) 
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区   分 金   額 計   算   過   程 

  ロ 特定２事業（第二種と第三種） 

11,865,482円＋9,882,917円

33,020,609円
＝0.65…＜75％  

∴適用なし★ 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔調整対象固定資産に係る税額控除の調整の計算等〕 
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区   分 金   額 計   算   過   程 

  定２事業（第二種と第三種） 

11,865,482円＋9,882,917円

33,020,609円
＝0.65…＜75％  

∴適用なし★ 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

受 験 番 号 
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Ⅳ 差引税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

控除不足還付税額

又は差引税額 

 

★   547,200円 〔控除不足還付税額又は差引税額の計算〕 

2,086,245円＋4,410円－1,543,437円 

＝547,218円 → 547,200円(百円未満切捨) 
 

 

区   分 金   額 計   算   過   程 

  定２事業（第二種と第三種） 

11,865,482円＋9,882,917円

33,020,609円
＝0.65…＜75％  

∴適用なし★ 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔控除対象仕入税額の計算〕 

 

 

売上げの返還等対
価に係る消費税額 

★    5,976円 〔売上げの返還等対価に係る消費税額の計算〕 

102,454円×
6.3

108
＝5,976円 

 

貸倒れに係る消費

税額 

★    4,287円 〔貸倒れに係る消費税額の計算〕 

73,500円×
6.3

108
＝4,287円 

 

控 除 税 額 小 計 1,543,437円 〔控除税額の計算〕 

1,533,174円＋5,976円＋4,287円＝1,543,437円 
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Ⅴ 中間納付税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

中 間 納 付 税 額 

 

★  540,000円 〔中間納付税額の計算〕 

⑴ 

 

Ⅵ 納付税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

納 付 税 額 

 

★    7,200円 〔納付税額の計算〕 

547,200円－540,000円＝7,200円 
 
 


